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事　 業　 報　 告

自　 平成30年４ 月１ 日

至　 平成31年３ 月31日

１ ． 株式会社の現況に関する事項

（ 1） 事業の経過及び成果

当期における日本経済は、 相次いだ自然災害によ り 個人消費等を 中心に一時的に押し 下げら れ

たも のの、 企業収益が過去最高を 記録する 中で設備投資が増加し たほか、 雇用・ 所得環境の改善

によ り 個人消費の持ち 直し が続いたこ と から 、 景気は緩やかな回復が続き まし た。

一方、 県内経済は、 航空路線の拡充やク ルーズ船の寄港回数の増加等により 、 国内観光客、 外

国人観光客と も に増加し て、 観光、 消費関連が好調に推移し 、 建設関連も 公共工事と 民間工事と

も に概ね好調に推移し たこ と から 、 全体と し て拡大の動き が強まり まし た。

那覇空港における 国内線乗降客数につき まし ては、 台風や本土での自然災害の影響を 受けたも

のの、 国内旅行需要が堅調に推移し たこ と から 、 1，763万４ 千人で前期より 0．6％増加し 、 ほぼ前

年並みと なり まし た。 国際線乗降客数につき まし ては、 訪日旅行需要が継続し たこ と に加え、 ソ

ウル路線などの新規就航及び既存路線の拡充等も あっ たこ と から 、 392万６ 千人で前期より 7．8％

増加し まし た。 その結果、 乗降客数の合計は2，156万人で前期よ り 1．8％増加し まし た。

こ のよう な中、 当社と し まし ては、 平成29年１ 月に工事着工し まし た際内連結タ ーミ ナル施設

につき まし て、 平成30年12月18日に国内線エリ ア搭乗待合室及び旅客搭乗橋（ PBB） を 先行供用

開始し 、 平成31年3月18日に全面供用開始し まし た。 当施設の供用によ っ て、 国際線チェ ッ ク イ

ン カ ウン タ ーが20ブースから 60ブースに増加し たこ と を はじ め、 貨物タ ーミ ナル地区から Peach 

A v iation及びバニラ エアが移転し 、 さ ら に、 物販及び飲食店舗が新たに36店舗オープン し て、 空

港の利便性、 快適性、 機能性を 大き く 向上さ せる こ と ができ まし た。

また、 CIQ施設の拡張・ 整備を 行う 国際線旅客タ ーミ ナルビ ル増改築工事につき まし ては、 国

土交通省大阪航空局から 工事委託を 受けた上で、 平成30年12月に工事着工し まし た。

国内線旅客タ ーミ ナルビ ルにおける各種設備の老朽化対策と し まし ては、 平成29年10月に着工

し まし た空調熱源設備の第2 期更新工事を 平成30年６ 月に完了し 、 旅客搭乗橋（ PBB） 設備の第

2期更新工事は、 平成31年４ 月に工事完了し まし た。 航空保安強化のためのセキュ リ テ ィ 対策と

し まし ては、 平成31年2 月に爆発物検査装置（ ET D） の設置を 完了し まし た。

業績につき まし ては、 収入面では、 国内線、 国際線と も に乗降客数が堅調に推移し たこ と や際

内連結タ ーミ ナル施設供用開始に伴い、 テナント 家賃収入や航空会社施設使用料収入等が増加し

たこ と などによっ て、 売上高は109億731万３ 千円で前期よ り 5．2％増加し まし た。

一方、 費用面では、 前期に国内線旅客タ ーミ ナルビル第４ 次増築部分が供用開始し たこ と や施

設・ 設備の経年劣化等に伴い、 減価償却費、 施設費等が増加し た結果、 売上原価、 販売費及び一

般管理費は67億504万円で前期よ り 11．5％増加し まし た。

　 こ れら の結果、 営業利益は42億227万３ 千円で前期よ り 3．5% 減少し 、 こ れに営業外収支を 加

えま すと 、 当期の経常利益は41億3，892万４ 千円で前期よ り 3．4% 減少と なり 、 当期純利益は28億

3，488万円で前期より 4．5% 減少と なり まし た。
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（ 2） 設備投資等の状況

主な設備投資の状況

　 当事業年度中に完成し た主要設備

際内連結タ ーミ ナル施設建設工事 20，505，173千円

国内線搭乗橋（ PBB） 更新工事６ 基 640，029千円

際内連結タ ーミ ナル施設建設工事（ EDS爆発物検知装置） ３ 台 406，328千円

　 ＊国土交通省補助金 363，738千円

国際線保安検査機器（ ET D爆発物検出装置） ３ 台 12，600千円

　 ＊国土交通省補助金 12，600千円

国際線保安検査機器（ ET D爆発物検出装置） １ 台 4，200千円

国内線保安検査機器（ ET D爆発物検出装置） ３ 台 12，600千円

（ 3） 資金調達の状況

際内連結タ ーミ ナル施設建設工事の資金調達と し て、 沖縄振興開発金融公庫から 55億円、 株式

会社三菱UFJ銀行を アレ ン ジャ ーと し たシン ジケート ロ ーン から 40億円（ 貸付人　 株式会社琉球

銀行、 株式会社沖縄銀行、 株式会社沖縄海邦銀行、 大同火災海上保険株式会社、 株式会社三菱

UFJ銀行）、 沖縄県から ８ 億円の借り 入れを 行いまし た。

（ 4） 直前三事業年度の財産及び損益の状況

（ 5） 対処すべき 課題

新元号の発表でスタ ート し た令和元年度の日本経済は、 10月に消費税率の引上げが予定さ れて

いる 中、 政府の各種政策効果も あいまっ て、 雇用・ 所得環境の改善が続き 経済の好循環が更に進

展する中で、 内需を 中心と し た景気回復が見込まれており ます。

一方、 県内経済は、 航空路線の拡充やク ルーズ船寄港回数の増加等を 背景に入域観光客数の増

加が見込まれますが、 観光関連、 消費関連と も に消費税引上げの影響を 受ける こ と が予想さ れ、

全体と し て拡大の動き は緩やかになると 見込まれており ます。

こ のよ う な状況の中、 那覇空港におき まし ては、 際内連結タ ーミ ナル施設の供用開始と 年度末

に予定さ れている 那覇空港第二滑走路の供用開始などを 背景に、 今後も 航空需要の高まり が期待

さ れており ます。

現在進めている 国際線旅客タ ーミ ナルビ ル増改築工事につき まし ては、 令和2 年７ 月のCIQ拡

張エリ アの供用開始を 目指し て、 安全に十分配慮し ながら 工事を 進めてまいり ます。 増改築工事

に併せて、 国際線航空会社共用ラ ウン ジの拡張や国際線制限エリ ア内の店舗の再配置を 行う 他、

ビ ジネスジェ ッ ト ラ ウン ジ等新たな需要へ対応するための施設整備を 推進し ます。

また、 ピ ーク 期における 一般駐車場の混雑や従業員駐車場の収容能力不足に対応する ため、 新

たな立体駐車場の整備に向けて国土交通省と 調整のう え、 設計業務の着手に繋げます。

旅客タ ーミ ナルビ ルの施設・ 設備面につき まし ては、 老朽化対策や東京オリ ン ピッ ク パラ リ ン

区　 　 　 分 第24期 第25期 第26期
第27期

（当事業年度）

売 上 高（ 千円） 8，847，435 9，564，657 10，365，689 10，907，313

経 常 利 益（ 千円） 3，137，082 3，587，537 4，284，917 4，138，924

当 期 純 利 益（ 千円） 2，095，703 2，439，118 2，968，018 2，834，880

１ 株当たり 当期純利益（ 円 ） 43，660 50，814 61，833 59，060

総 資 産（千円） 34，355，561 38，612，830 48，794，421 60，521，031

　（ 注）　 1 株あたり 当期純利益は期中平均株式数に基づき 算出し ており ます。
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ピ ッ ク に向けたバリ アフ リ ー対策、 航空保安強化のためのセキュ リ ティ 対策と し まし て、 国内線

旅客搭乗橋（ PBB） のステッ プレ スタ イ プへの更新工事の実施やマルチビュ ーＸ 線検査装置（ A D

機） の設置、 長期計画に基づいた各種設備機器の調査、 更新及び改修等を 行います。

さ ら に、 平成25年に成立し た「 民間の能力を 活用し た国管理空港等の運営等に関する 法律」 に

基づき 、 現在、 各空港の空港経営改革が進めら れている こ と から 、 当社と し まし ても 、「 避けて

は通れない時代の流れ」 であると の認識のも と 、 国や他空港の動向を 注視し つつ、 那覇空港の民

営化に備えて課題と 対策の整理を 行なっ てまいり ます。

以上のと おり 、令和元年度においても 那覇空港旅客タ ーミ ナルビルの施設整備を 推進すると と も

に、お客様の「 安心・ 安全」 を 最優先に、国内線と 国際線が一体と なっ た旅客タ ーミ ナルビ ルの「 利

便性・ 快適性・ 機能性」 の充実強化に取り 組んでいく こ と と いたし ます。 また、 会社の業績と し

まし ても 、 引き 続き 収益性の向上に取り 組み、 株主の皆様に対する 利益還元につなげていき ます。

今後と も 役員及び社員が一丸と なり 、 当社の使命と 責任を 自覚し 、 社業の発展に全力を 傾注す

る 所存であり ますので、 株主の皆様におかれまし ても 、 よ り 一層のご指導と ご鞭撻を 賜り ますよ

う お願い申し 上げます。

（ 6） 主要な事業内容

◦ 航空事業者、 航空旅客並びに航空貨物に対する 役務の提供

◦ 航空思想の普及及び観光の振興に関する 事業

◦ 貸室業　 　 ◦ 日用雑貨品、 飲食物等の販売　 　 ◦ 駐車場経営

（ 7） 所在地及び従業員の状況

◦ 所在地　 沖縄県那覇市字鏡水150番地

◦ 従業員の状況（ 平成31年３ 月31日現在）

（ 8） 主要な借入先及び借入額

２ ． 株式に関する事項（ 平成31年３ 月31日現在）

（ 1） 発行可能株式総数 140，000株

（ 2） 発行済み株式の総数  48，000株

（ 3） 当事業年度末の株主数 19名

区　 　 分 前期従業員数 当期従業員数 増減数 平均年齢 平均勤続年数

男　 　 　 子 42人 42人 − 47．2歳 14．9年

女　 　 　 子 27人 22人 △5 人 44．9歳 14．5年

計 69人 64人 △5 人 46．4歳 14．8年

（ 注）　 上記の当期従業員数には、 出向社員39人（ 那覇エアポート エン ジニアリ ン グ株式会社４ 人、

那覇エ アポート パーキン グ株式会社12人、 エ アポート ト レ ーディ ン グ株式会社12人、 那覇空

港コ ーディ アルサービ ス株式会社11人） が含まれています。 なお、非正規社員６ 人（ 男子３ 人・

女子３ 人） は含めており ません。  

借　 　 入　 　 先 借入金残高
借入先が有する
当社の株式の数

借　 　 入　 　 先 借入金残高
借入先が有する
当社の株式の数

沖縄振興開発金融公庫

沖 縄 県

信 金 中 央 金 庫

沖縄県農業協同組合

㈱ 琉 球 銀 行

19，133，302

1，320，744

11，700

6，992

5，273，312

3，774株

12，000株

−

−

1，400株

㈱ 沖 縄 銀 行

㈱ 沖 縄 海 邦 銀 行

大同火災海上保険㈱

㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行

−

2，386，562

1，232，102

451，346

1，108，250

−

1，400株

700株

1，160株

−

−

（ 単位： 千円）
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（ 5） 自己株式の取得、 処分及び保有

　 　 平成31年３ 月31日現在自己株式は保有し ており ません。

３ ． 新株予約権等に関する事項（ 平成31年３ 月31日現在）

　 該当事項はあり ません。

４ ． 会社役員に関する事項

（ 1） 取締役及び監査役の状況（ 平成31年３ 月31日現在）

（ 4） 株主の状況

株　 主　 名 持株数 議決権比率 株　 主　 名 持株数 議決権比率

沖 縄 県 12，000
株

25．00
％

㈱ 琉 球 銀 行 1，400
株

2．92
％

ディ ーエフ エス　 ベンチャー
シ ン ガ ポ ー ル　 リ ミ テ ッド 7，000 14．58 ㈱ 沖 縄 銀 行 1，400 2．92

沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫 3，774 7．86 大 同 火 災 海 上 保 険 ㈱ 1，160 2．42

オ リ オ ン ビ ー ル ㈱ 3，500 7．29 沖 縄 電 力 ㈱ 720 1．50

A NA ホ ー ルデ ィ ン グ ス ㈱ 2，800 5．83 沖 縄 セ ル ラ ー 電 話 ㈱ 720 1．50

日 本 航 空 ㈱ 2，730 5．69 ㈱ ロ ー ソ ン 720 1．50

日本トランスオーシャン航空㈱ 2，450 5．10 コ ク ヨ ㈱ 720 1．50

ダ イ キ ン 工 業 ㈱ 2，160 4．50 ㈱ 沖 縄 海 邦 銀 行 700 1．46

ロイヤルホールディ ングス㈱ 2，150 4．48 コ ザ 信 用 金 庫 360 0．75

那 覇 市 1，536 3．20 合　 　 　 計 48，000 100．00

会社における 地位 氏　 　 名 担当及び他の法人等の代表状況等

取 締 役 会 長 伊　 佐　 嘉一郎

代 表 取 締 役 社 長 兼　 島　 　 　 規

代 表 取 締 役 専 務 島　 田　 章一郎

専 務 取 締 役 仲 本 朝 久 経営管理部担当

取締役経営管理部長 古 堅 玲 子 経営管理部長委嘱

取 締 役 事 業 部 長 亀 田 安 彰 事業部長委嘱

取 締 役 嘉手苅　 義　 男 オリ オン ビール株式会社　 代表取締役会長

〃 石　 嶺　 伝一郎 沖縄電力株式会社　 代表取締役会長

〃 中 野 直 人 日本航空株式会社　 成田空港支店長

〃 近 藤 博 之 全日本空輸株式会社　 沖縄支社長

〃 渡嘉敷　 　 　 靖 株式会社琉球銀行　 常務取締役

常 勤 監 査 役 翁　 長　 　 　 聡

監 査 役 川 上 澄 則 大同火災海上保険株式会社　 常務取締役

〃 兼 城 賢 雄 株式会社沖縄海邦銀行　 常務取締役

城 間 徹 二 沖縄振興開発金融公庫　 融資第一部長
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（ 注）１ ． 取締役　 伊佐嘉一郎、 嘉手苅義男、 石嶺伝一郎、 中野直人、 近藤博之、 渡嘉敷靖の各氏は、

会社法第2 条第15号に定める 社外取締役であり ます。

2 ． 監査役　 翁長聡、 川上澄則、 兼城賢雄、 城間徹二の各氏は、 会社法第₂ 条第16号に定める

社外監査役であり ます。

３ ． 常勤監査役　 翁長聡氏は、 那覇市上下水道局の事業管理者と し て経営に携わっ た経験も あ

り 、 財務及び会計に関する 相当程度の知見を 有する も のであり ます。

４ ． 取締役　 保久盛長哲氏は、 平成30年11月30日辞任致し まし た。

（ 2） 当事業年度に係る 役員の報酬等の総額

（ 注）　 報酬等の額には当事業年度内に支給し た退職慰労金720千円（ 社外取締役１ 名、 社外監査役

１ 名） を 含めており ます。

（ 3） 会社役員の報酬等の算定方法

　 取締役の報酬、 賞与その他の職務執行の対価と し て当会社から 受ける 財産上の利益は株主総会

の決議によ っ て定めており ます。

５ ． 会計監査人に関する事項

（ 1） 会計監査人の氏名または名称

　 　 富永公認会計士事務所　 富永和也

　 　 要石公認会計士事務所　 要石博之

（ 2） 会計監査人が業務停止を 受け、その停止期間を 経過し ない者であると き の、その処分に係る事項

　 　 ◦ 該当事項はあり ません。

（ 3） 会計監査人が過去2 年間に業務停止を 受けた者である 場合における当該処分に係る事項のう ち 、

会社が事業報告の内容と する こ と が適切であるも のと 判断し た事項

　 　 ◦ 該当事項はあり ません。

６ ． 業務の適正を確保するための体制（ 内部統制システム） 及び運用状況の概要

（ 1） 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する こ と を 確保する ための体制

当社は、 企業と し ての社会的信頼に応える ため、 コ ン プラ イ アン ス体制を 構築し ていく 。 その

ため社長を 委員長と するコ ン プラ イ アン ス・ リ スク 管理委員会を 設置する 。

（ 2） 取締役の職務の執行に係る 情報の保存及び管理に関する 体制

当社は、 株主総会議事録、 取締役会議事録等の法定文書及び職務執行に係る 重要な文書並びに

経営に係る 情報を 適切に保存し 管理する 。

（ 3） 損失の危険の管理に関する 規程その他の体制

区　 　 分 支給人数 報酬等の額 摘　 　 　 　 　 　 要

取 締 役  ₅ 51，300

社 外 取 締 役  ₈ 9，420

監 査 役  ₅ 12，240

合 計 18 72，960

（ 単位： 千円）
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①　 当社は、 旅客等や当社施設等に重大な損害を 及ぼす事態又は及ぼす恐れがある事態に対応す

る ため、 危機管理対策要綱に基づき 、 迅速かつ適切な組織行動を と る 。

②　 資産の保全、 情報の漏洩等に対する リ スク に対処する ため、 必要な管理体制を 整備する 。

（ 4） 取締役の職務の執行が効率的に行われる こ と を 確保する ための体制

①　 取締役は、 定期的に取締役会を 開催し 、 会社の業務執行の基本方針を 決定する。 また、 必要

に応じ て臨時取締役会を 開催し 、 重要事項を 決議する 。

②　 常勤取締役は、 常勤役員会を 組織し 、 経営に関する 重要事項を 審議し 、 適切な経営方針を 確

立する と と も に効率的かつ統一的な統制がと れる業務執行体制の確保を 図る 。

③　 常勤取締役は、 経営合理化計画の基本方針に基づき 、 業務の現状と 課題を 検証し 、 業務の効

率化を 着実に推進する 。

④　 毎年度の経営計画を 策定し 、 目標と 実績の管理を 行う 。

⑤　 組織規程、 決裁規程、 会計関係規程等、 各種社内規程を 整備し 、 役職者の権限及び責任の明

確化を 図り 、 適正かつ効率的な職務の執行が行われる 体制を 構築する 。

（ 5） 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する こ と を 確保する ための体制

当社は、 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する こ と を 確保する 体制を 整備すると と も

に、 社員に対する 教育、 啓発を 行う 。

（ 6） 監査役がその職務を補助すべき使用人を置く こ と を求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役の職務を 補助する 事務局のスタ ッ フ は、 組織規程に基づき 経営管理部総務課で対応する 。

また、 必要に応じ て取締役と 監査役で協議を 行いその充実を 図る 。

（ 7） 監査役の職務を 補助する 使用人の取締役から の独立性に関する 事項

監査役を 補助する 使用人に対する 指揮命令権限は、 その監査業務を 補助する 範囲内において監

査役又は監査役会に帰属するも のと する 。

（ 8） 取締役及び使用人が監査役に報告を する ための体制その他の監査役への報告に関する 体制

①　 取締役及び重要使用人は、監査役会の要求に応じて、監査役に自己の職務執行の状況を報告する。

②　 使用人は、 監査役に対し て、 当社に著し い損害を 及ぼす恐れがある 事実並びに重大な法令又

は定款違反事実に関する 事項を 直接報告する こ と ができ る。 なお、 報告を 行っ た使用人への不

利益な取り 扱いを 行わない。

（ 9） 監査役の監査が実効的に行われる こ と を 確保するための体制

①　 業務執行状況の把握による 監査の効率性及び実効性を 高める ため、 監査役は取締役会に出席

する。 また、 常勤監査役は、 常勤役員会に出席し て意見を 述べるこ と ができ る 。

②　 常勤取締役と 常勤監査役は、 必要に応じ て連絡会を も ち、 意見交換を 行う 。

③　 監査役を 含む常勤役員は、 四半期に一度、 会計監査人と 情報交換を 行い連携を 深める。

上記業務の適正を 確保する ための体制の運用状況の概要は、 上記に揚げた内部統制システムの施

策に従い、 その基本方針に基づき 具体的な取り 組みを 行う と と も に、 内部統制システムの運用状況

について重要な不備がないかモニタ リ ングを 常時行っ ており ます。 また、 経営管理部が中心と なり 、

当社の各部門に対し て、 内部統制システムの重要性と コ ン プラ イ アン スに対する 意識づけを 行い、

当社全体を 統括、 推進さ せています。
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貸　 借　 対　 照　 表

（平成31年３ 月31日現在）

科　 　 目 金　 額 科　 　 目 金　 額

（ 資　 産　 の　 部） （ 負　 債　 の　 部）

流　 動　 資　 産 11，774，547 流　 動　 負　 債 5，890，882

現 金 及 び 預 金 9，824，147 買 掛 金 1，315

売 掛 金 722，664 １ 年 内 返 済 長 期 借 入 金 1，931，247

貯 蔵 品 8，739 リ ー ス 債 務 12，981

未 収 還 付 消 費 税 等 515，420 未 払 金 2，456，708

前 払 費 用 55，563 未 払 費 用 124，553

未 収 入 金 386，217 未 払 法 人 税 等 570，794

そ の 他 の 流 動 資 産 268，045 前 受 金 279，797

貸 倒 引 当 金 △ 6，252 預 り 金 371，013

１ 年 内 返 済 預 り 保 証 金 112，012

賞 与 引 当 金 30，456

固　 定　 資　 産 48，746，483 固　 定　 負　 債 31，239，529

有 形 固 定 資 産 48，285，647 長 期 借 入 金 28，993，062

建 物 44，154，028 リ ー ス 債 務 4，411

構 築 物 297，250 預 り 保 証 金 2，015，503

機 械 装 置 2，624，850 退 職 給 付 引 当 金 189，276

器 具 備 品 809，286 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 37，275

リ ー ス 資 産 16，479

建 設 仮 勘 定 383，751

無 形 固 定 資 産 86，356 負　 債　 合　 計 37，130，411

ソ フ ト ウ ェ ア 85，108

電 力 引 込 負 担 金 1，248

（ 純 資 産 の 部）

株　 主　 資　 本 23，353，722

投 資 そ の 他 の 資 産 374，479 　 資　 　 　 本　 　 　 金 3，566，854

投 資 有 価 証 券 244，563 　 利　 益　 剰　 余　 金 19，786，868

関 係 会 社 株 式 16，060 そ の 他 利 益 剰 余 金 19，786，868

破 産 更 生 債 権 等 15，093 別 途 積 立 金 16，950，000

繰 延 税 金 資 産 113，506 繰 越 利 益 剰 余 金 2，836，868

そ の 他 投 資 350

貸 倒 引 当 金 △ 15，093 評価・ 換算差額等

　 その他有価証券評価差額金 36，897

純 資 産 合 計 23，390，619

資　 産　 合　 計 60，521，031 負債・ 純資産合計 60，521，031

（ 単位： 千円）

（ 注） 記載金額は千円未満を切り 捨てて表示し ており ます。
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損 益 計 算 書
自　 平成30年４ 月１ 日

至　 平成31年３ 月31日 （ 単位： 千円）

科　 　 　 　 　 　 　 目 金　 　 　 額

売 上 高

不 動 産 収 入 8，125，934

事 業 収 入 2，781，379 10，907，313

売 上 原 価 6，056，753

売 上 総 利 益 4，850，560

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 648，287

営 業 利 益 4，202，273

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3，758

受 取 配 当 金 4，966

検 査 業 務 費 用 分 担 金 69，263

受 取 事 務 手 数 料 26，674

雑 収 入 5，316 109，979

営 業 外 費 用

支 払 利 息 171，326

支 払 手 数 料 2，000

雑 損 失 3 173，329

経 常 利 益 4，138，924

特 別 利 益

補 助 金 収 入 376，338

損 害 保 険 金 収 入 9，704 386，042

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 80，315

固 定 資 産 圧 縮 損 376，338

災 害 等 損 失 金 9，929 466，582

税 引 前 当 期 純 利 益 4，058，384

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1，165，516

法 人 税 等 調 整 額 57，987 1，223，504

当 期 純 利 益 2，834，880

（ 注） 記載金額は千円未満を切り 捨てて表示し ており ます。
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自　 平成30年４ 月１ 日

至　 平成31年３ 月31日

株主資本等変動計算書

（ 単位： 千円）

（ 注） 記載金額は千円未満を切り 捨てて表示し ており ます。

株　 　 　 主　 　 　 資　 　 　 本 評価・ 換算

差 額 等

純資産

合　 計資本金

利益剰余金

株主資本

合　 　 計

その他利益剰余金
利　 益

剰余金

合　 計

そ の 他

有価証券

評価差額金
別　 途

積立金

繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 3，566，854 13，980，000 2，971，988 16，951，988 20，518，842 58，792 20，577，634

当 期 変 動 額

別途積立金
の積立て

2，970，000 △2,970,000 0 0 0

当期純利益 2，834，880 2，834，880 2，834，880 2，834，880

株主資本以外の
項目の当期変動額

△ 21,895 △ 21，895

当期変動額合計 2，970，000 △ 135，119 2，834，880 2，834，880 △ 21，895 2，812，985

当 期 末 残 高 3，566，854 16，950，000 2，836，868 19，786，868 23，353，722 36，897 23，390，619
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１ ． 記載金額は千円未満を切り 捨てて表示し ており ます。

２ ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（ 1） 資産の評価基準及び評価方法

①　 有価証券の評価基準及び評価方法

関連会社株式…………移動平均法によ る原価法

その他有価証券

　 時価のある も の……決算日の市場価格等に基づく 時価法

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　（ 評価差額は全部純資産直入法によ り 処理）

　 時価のないも の……移動平均法によ る原価法

②　 棚卸資産……………… 先入先出法によ る原価法（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿

価切り 下げの方法によ り 算定）

　

（ 2） 固定資産の減価償却の方法

①　 有形固定資産（ リ ース資産を 除く ） ……定額法によ っ ています。

　 　 なお、 取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、 ３ 年間で均等償却を し

ています。

②　 無形固定資産（ リ ース資産を 除く ）

　 　 　 ソ フ ト ウェ ア………自社利用のソ フ ト ウェ アについて社内における 利用可能期間（ 5 年）

に基づく 定額法によ っ ています。

　 　 　 電力引込負担金……定額法によっ ています。

③　 リ ース資産

　 　 　 所有権移転フ ァ イ ナンス・ リ ース取引に係る リ ース資産

　 　 　 　 自己所有の固定資産に適用する 減価償却方法と 同一の方法によ っ ています。

　 　 　 所有権移転外フ ァ イ ナン ス・ リ ース取引に係るリ ース資産　

　 　 　 　 リ ース期間を 耐用年数と し 、 残存価額を 零と する 定額法によ っ ています。

　

（ 3） 引当金の計上基準

①　 貸倒引当金…………… 債権の貸倒損失に備える ため、 一般債権については貸倒実績率によ る

計算額を 、 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し 回収不能見込額を 計上し ており ます。

②　 賞与引当金…………… 従業員に支給する賞与に充てる ため、 次期上半期支給見込額の当期間

対応分を 計上し ています。

③　 退職給付引当金……… 従業員の退職給付に備えるため、 退職給付会計に関する実務指針に定

める 簡便法によ り 、 当会計期間において発生し ている と 認めら れる 額

を 計上し ています。

④　 役員退職慰労引当金… 役員の退職慰労金の支出に備えるため、 役員退職慰労金規程に基づき

期末要支給見込額を 計上し ています。

個　 別　 注　 記　 表
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（ 4） 消費税等の会計処理

　 　 消費税及び地方消費税の会計処理は、 税抜方式によっ ています。

３ ． 表示方法の変更

「『 税効果会計に係る 会計基準』 の一部改正」（ 企業会計基準第28号 平成30年2 月16日） を 当事

業年度から 適用し 、 繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し 、 繰延税金負債は固定負債

の区分に表示する 方法に変更し ており ます。

４ ． 貸借対照表に関する注記

（ 1） 国庫補助金等の受入によ る 有形固定資産から 控除し ている 圧縮記帳額 376，338千円

（ 2） 担保に供し ている 資産………建物 38，567，369千円

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 機械装置 1，498，191千円

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 構築物 　 　  　 254，400千円

 40，319，961千円

　 　 担保にかかる債務の金額……１ 年以内返済長期借入金 1，001，247千円

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 長期借入金 27，133，062千円

（ 3） 有形固定資産の減価償却累計額 24，092，232千円

（ 4） 関係会社に対する 金銭債権及び金銭債務

　 　 　 関係会社に対する短期金銭債権 109，019千円

　 　 　 関係会社に対する長期金銭債権 −

　 　 　 関係会社に対する短期金銭債務 322，207千円

　 　 　 関係会社に対する長期金銭債務 −

５ ． 損益計算書に関する注記

　 関係会社と の取引高

　 　 営業取引による 取引高

　 　 　 営業収益 888，190千円

　 　 　 営業費用 484，720千円

　 　 営業取引以外の取引によ る 取引高

　 　 　 営業外収益 84千円

　 　 　 営業外費用 −

６ ． 株主資本等変動計算書に関する注記

　 ①　 当該事業年度末日における発行済株式数……普通株式　 　 48，000株
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７ ． 税効果会計に関する注記

　 　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　 　 　 繰延税金資産

　 　 　 　 未払事業税 28，637千円

　 　 　 　 賞与引当金 9，112千円

　 　 　 　 退職給付引当金 56，631千円

　 　 　 　 役員退職慰労引当金 11，152千円

　 　 　 　 投資有価証券評価損 4，624千円

　 　 　 　 関係会社株式受増益 10，639千円

　 　 　 　 その他   8，460千円

  繰延税金資産小計  129，259千円

 繰延税金負債と の相殺   △ 15，752千円

  繰延税金資産計  113，506千円

 繰延税金負債

    

 　 その他有価証券評価差額金   △ 15，752千円

 繰延税金資産と の相殺   15，752千円

  繰延税金負債計  −  千円

  繰延税金資産の純額  113，506千円

８ ． リ ースにより 使用する固定資産に関する注記

　 　 該当事項はあり ません。
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９ ． 金融商品に関する注記

（ 1） 金融商品の状況に関する 事項

当社は、 資金運用については短期的な預金等に限定し 、 銀行等金融機関から の借入によ り 資金

を 調達し ており ます。 売掛金に係る 顧客の信用リ スク は、「 入居者への催告等手続き 要領」 に沿っ

てリ スク 低減を 図っ ており ます。 また、 投資有価証券は主と し て株式であり 、 上場株式について

は年度ごと に時価の把握を 行っ ています。 借入金の使途は運転資金（ 主と し て短期） およ び設備

投資資金（ 長期） であり ます。

（ 2） 金融商品の時価等に関する 事項

負債に計上さ れている も のについては、（ 　 ） で示し ており ます。

（ 注１ ）　 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する 事項

① 現金及び預金、 並びに　 ② 売掛金

こ れら は短期間で決済さ れるため、 時価は帳簿価額にほぼ等し いこ と から 、 当該帳簿価

額によ っ ています。

③ 投資有価証券

こ れら の時価について、 株式は取引所の価格によ っ ています。

④ 長期借入金、　 ⑤ 預り 保証金（ 有利子分）

こ れら の時価について、 元利金の合計額を 同様の新規借入等を 行っ た場合に想定さ れる

利率で割り 引いて算定する 方法によ っ ています。

（ 注2 ）　 非上場株式（ 貸借対照表計上額 129，704千円） 及び、 関係会社株式（ 貸借対照表計上額

16，060千円） は、 市場価格がなく 、 かつ将来キャ ッ シュ ・ フ ロ ーを 見積も る こ と ができ ず、

時価を 把握する こ と が極めて困難と 認めら れる ため、「 ③ 投資有価証券」 には含めており ま

せん。

（ 単位： 千円）

貸借対照表計上額 時　 　 価 差　 　 額

① 現 金 及 び 預 金 9，824，147 9，824，147 −

② 売 掛 金 722，664 722，664 −

③ 投 資 有 価 証 券 114，859 114，859 −

④ 長 期 借 入 金

　（ １ 年内返済長期借入金を 含む）
（30，924，310） （30，976，206） 51，896

⑤ 預 り 保 証 金（ 有 利 子 分 ）

　（ １ 年内返済預り 保証金を 含む）
（581，098） （579，836） △ 1，261
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１０． 賃貸等不動産に関する注記

（ 1） 賃貸等不動産の状況に関する 事項

　 　 当社は、 那覇空港ビル内において、 建物、 施設設備等を 賃貸の用に供し ています。

（ 2） 賃貸等不動産の時価に関する 事項

（ 注１ ）　 貸借対照表計上額は、 取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。

（ 注2 ）　 当期末の時価は、 不動産鑑定士によ る不動産鑑定評価書に基づく 金額です。

１１． 資産除去債務に関する注記

当社は、 国土交通省大阪航空局が管理する 国有財産に関する国有財産使用許可に基づき 、 当社が

使用する使用許可物件（ 土地） の返還時に、 当社が所有する 旅客タ ーミ ナルビル等を 撤去するこ と

の原状回復に係る 債務を 有し ており ます。 し かし 、 当該債務に関連する 使用許可物件（ 土地） の実

質的な使用期間は、 国の航空行政の動向に左右さ れるため現時点では明確でなく 、 資産除去債務を

合理的に見積も る こ と ができ ません。 そのため、 当該債務に見合う 資産除去債務を 計上し ており ま

せん。

１２． 関連当事者と の取引に関する注記

　 該当事項はあり ません。

１３． １ 株当たり 情報に関する注記

（ 1） １ 株当たり 純資産額 487，304円

（ 2） １ 株当たり 当期純利益  59，060円

１4． 重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はあり ません。

（ 単位： 千円）

貸 借 対 照 表 計 上 額 時   価

14，785，960 16，246，227
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会計監査人の監査報告書謄本
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監査役会の監査報告書謄本



○設備の状況 （平成31年3月31日現在）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地 リース資産 その他 合計

那覇空港旅客
ターミナルビル

41,448 2,518 0 3 755 44,725

駐車場 3,003 106 0 14 55 3,177

設備の内容

帳簿価額（百万円）

※平成31年3月18日に際内連結ターミナルビルを供用開始したことに伴い、旅客ターミナルビルの
名称を統一致しました。



那覇空港ビルディング株式会社 
 
 

平成 30 年度 セグメント情報 
 
 

１．セグメント情報の概要 
 当社は、那覇空港において、旅客ターミナルビルの管理運営及び利用客に対するサービ

ス等の提供を行なっております。 
 当社のセグメント情報は、「施設管理運営事業」「駐車場事業」の 2 つで構成されてお

り、以上を報告セグメントとしております。 
 「施設管理運営事業」は、那覇空港旅客ターミナルビル内の貸室、保守・管理・運営、

修繕及びその他の航空旅客に対するサービス等の役務の提供を行なっております。 
 「駐車場事業」は、那覇空港旅客ターミナルビルに隣接する立体駐車場 P1、P2、P3 及

び従業員駐車場の管理、運営及び利用者に対するサービス等の提供を行なっております。 
 
２．セグメント情報 
（会計年度 自 平成 30 年 4 月 1 日 至 平成 31 年 3 月 31 日）   （単位：千円） 
 施設管理運営事業 駐車場事業 合計 
売上高 9,513,137 1,394,177 10,907,314 
営業利益 3,882,660 319,613 4,202,273 
資産総額 45,189,190 3,182,814 48,372,004 
その他項目    
  減価償却費 1,562,148 189,089 1,751,237 

 
 

以上 
 
 
 
 
 
 
 
 


